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（貸借対照表関係）
１．退職給付引当金
翌期以降の運営費交付金で財源措置される役員及び教職員については、退職給付引当金は計上し
ていない。
運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額 7028283千円

２．賞与引当金
翌期以降の運営費交付金により財源措置される役員及び教職員については、賞与引当金は計上し
ていない。
当期の運営費交付金により財源措置されない賞与引当相当額 673099千円

３．保証債務
独立行政法人大学改革支援・学位授与機構が国立学校特別会計から承継した借入金に対して行っ
ている債務保証の額 28736千円
４．担保提供資産及び担保付債務
担保に提供している資産は次のとおり
土地 9682613千円
建物 9921906千円
担保付債務は次のとおり
長期借入金 12398626千円

５．土地の譲渡に伴う資本金の減少
鶴見臨海研修所
・譲渡した土地の帳簿価額及びその概要
帳簿価額：2036千円（取得価額：17274千円）
所在地：大分県佐伯市鶴見大字有明浦字平間805番
面積：3897
・譲渡理由
保有資産の見直しにより、不要と判断したため
・譲渡収入の額
2000千円

・独立行政法人大学改革支援・学位授与機構への納付額の算定に当たり譲渡収入より控除した費
用の額
1000千円

・独立行政法人大学改革支援・学位授与機構への納付額
500千円

・独立行政法人大学改革支援・学位授与機構への納付が行われた年月日
令和８年３月30日

・減資額
8637千円

６．減損処理
 減損を認識した資産
該当事項なし

 兆候が認められたが認識、測定に至らなかった資産
 挾間宿舎（１号棟から７号棟の全棟及びポンプ室）
・用途：福利厚生施設
・資産の種類：建物、構築物
・場所：大分県由布市
・帳簿価額：296338千円
・兆候の概要
当該宿舎の入居者数が承継時に想定した年間入居者数と比較して減少し、当該宿舎の稼働
率が低下しているため、減損の兆候が認められた。

・減損の認識に至らなかった理由
現に使用しており、今後においても使用が想定されているため、減損を認識していない。

・複数の固定資産を一体として判定した理由
構築物は当該施設にかかる給排水設備であり、一体としてそのサービスを提供するものと
認められたため、減損の判定は一体として行っている。

 別府職員会館
・用途：宿泊施設
・資産の種類：建物、構築物
・場所：大分県別府市
・帳簿価額：28777千円
・兆候の概要
当該施設の利用者数が承継時に想定した年間利用者数と比較して減少し、当該施設の稼働
率が低下しているため、減損の兆候が認められた。
・減損の認識に至らなかった理由
現に使用しており、今後においても使用が想定されているため、減損を認識していない。

・複数の固定資産を一体として判定した理由
構築物は当該施設にかかる電気設備であり、一体としてそのサービスを提供するものと認
められたため、減損の判定は一体として行っている。

７．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの
 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資
産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの
附属病院に関する借入金の元金償還額の累計 18833669千円
当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計 18822026千円
利益剰余金に与える影響額（差引き） 11642千円

 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化額が二
重になっていることによるもの
法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額のうち、対応
する資産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収益化累計額

604158千円
 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国か
らの出資でなく譲与としたことによるもの 663606千円
 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、
国からの出資でなく譲与としたことによるもの 211454千円

       

1490861千円
８．金融商品関係
 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達につ
いては大学改革支援・学位授与機構からの借入れ及び民間金融機関からの借入れを行っている。
資金運用にあたっては国立大学法人法第35条の２が準用する独立行政法人通則法第47条及び国
立大学法人法第33条の５第２項の規定に基づき、公債、Ａ格以上の社債を保有している。なお、
当該運用資産は、金利や為替の変動による市場リスクや信用リスク等を包含しているが、資金運
用管理細則に基づき適切なリスク管理を実施し、資金の運用状況や管理運用業務の実施状況を監
視するために経営協議会及び役員会に報告している。また、未収附属病院収入は、債権管理規程
に沿ってリスク管理を行っている。
大学改革支援・学位授与機構からの借入の使途は附属病院の整備資金、民間金融機関からの借
入の使途は学生寮の整備資金であり、双方とも文部科学大臣の事前承認に基づいて借入を実施し
ている。
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